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２．土地政策の推進
６・ ・ ・ ・ ・○所有者不明土地・空き地の円滑な利活用や適正管理の推進
７・ ・ ・ ・ ・○地価公示の着実な実施
８・ ・ ・ ・ ・○不動産鑑定士の担い手確保に向けた取組の推進

３．建設・不動産市場の環境整備
９・ ・ ・ ・ ・○建設業法等の実効性の確保
10・ ・ ・ ・ ・○働き方改革等による建設業の魅力向上
11・ ・ ・ ・ ・○適正な労務費の確保に向けた取組の推進
12・ ・ ・ ・ ・○建設分野における外国人受入れの円滑化及び適正化
13・ ・ ・ ・ ・○空き家等の流通・活用
14・ ・ ・ ・ ・○不動産管理業の適正化・発展
15・ ・ ・ ・ ・○建設産業・不動産業の海外展開の推進



不動産・建設経済局関係予算概算要求総括表

（単位：百万円）

(A) (B) (A／B)

１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」の推進 13,263 3,118 11,204 1.18

　うち・国土数値情報をはじめとする地理空間情報の充実及び利活用促進 348 348 92 3.80

　　　・「不動産ID」を情報連携のキーとした建築・都市DXの推進 200 200 0 皆増

　　　・地籍整備の推進 12,715 2,570 11,112 1.14

２．土地政策の推進 4,030 156 3,940 1.02

　うち・所有者不明土地・空き地の円滑な利活用や適正管理の推進 120 120 61 1.98

　    ・地価公示の着実な実施 3,720 0 3,720 1.00

　　　・不動産鑑定士の担い手確保に向けた取組の推進 15 15 5 2.94

３．建設・不動産市場の環境整備 1,267 537 889 1.43

　うち・建設業法等の実効性の確保、働き方改革等による建設業の魅力向上 549 333 287 1.91

　　　・適正な労務費の確保に向けた取組の推進 70 70 0 皆増

　　　・建設分野における外国人受入れの円滑化及び適正化 188 42 171 1.10

　　　・空き家等の流通・活用、不動産管理業の適正化・発展 60 60 29 2.06

　　　・建設産業・不動産業の海外展開の推進 97 32 87 1.12

４．その他 186 0 185 1.01

合　　　　　　計 18,747 3,811 16,217 1.16

（注１）上記のほか、デジタル庁一括計上分として593百万円（不動産情報ライブラリの更新経費 47百万円 等）がある。

（注２）上記のほか、

　　　　・防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

　　　　・近年の資材価格の高騰の影響等を考慮した公共事業等の実施に必要な経費

　　　　については、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、合計及び倍率は、一致しない場合もある。

倍　率前 年 度事　　　　　　項 うち重要政策
推進枠

令和７年度
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道路令和7年度の施策① ニーズを踏まえた防災・災害対応に資する国土数値情報の充実

(i)信頼性があり、(ii)すぐに使える国土数値情報の災害対応における有用性が再確認された。
災害の多頻度・激甚化を踏まえ、災害リスクデータの鮮度改善や充実に取り組む。
<整備内容＞
○ 道路データを30年ぶりに更新・整備路線拡大
○ 宅地造成等工事規制区域および特定盛土等規制区域データの新規整備
○ 災害リスクデータ(土砂災害警戒区域、雨水出水浸水想定区域等)の更新・追加
○ 中小河川データの更新(国土強靱化5カ年加速化対策)

拡充

○国土に関する基礎的な情報を全国単位のGISデータとして提供する国土数値情報につ

いて、能登半島地震を踏まえたデータの更新を行うとともに、将来的な国土数値情報化
を見据え、自治体におけるオープンデータの整備を促進する等の経費を要求。

継続

土地利用令和7年度の施策② 自治体におけるオープンデータの整備促進

宅地造成等工事規制区域

法２２条規制区域

R５施行「盛土規制法」
に基づく規制区域

全国の土地利用を
分類したメッシュデータ

新規
建築基準法に基づく

規制区域の例

道路形状をデータ化
(種別・幅員区分あり）

国土数値情報の整備促進

国土数値情報の原典の一つである自治体保有データについて、オープンデータ化を促
進することにより、自治体オープンデータの充実と国土数値情報の充実の双方を図る。

➀ 自治体標準オープンデータセット※と国土数値情報の相互連携

＜実施内容＞
・自治体におけるオープンデータ化の課題や支援ニーズの把握
・データ整備プロセスの共通化による業務効率化等の調査・検討 等

② 建築基準法関連情報※のGISデータ化の促進

<実施内容＞
・自治体におけるGISデータ化の実態把握
・実情を踏まえた実施要領・製品仕様書・ガイドラインの作成 等

AI等の先進技術導入による画像判読作業の自動化等、国土数値情報
の効率的な整備手法について実証し、国・自治体
における省人化を実現

<実施内容>
AIを活用した、
・土地利用データの整備実証
・効率的な国土数値情報の整備・更新実証

令和7年度の施策③ 効率的な整備手法の検討及び実証 継続

※法22条規制区域、日影規制区域等

※デジタル庁が推奨する、自治体として整備すべきデータセット。
小中学校区、公共施設、観光施設等が規定されている。

差分抽出によるデータ整備の効率化

１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」の推進

令和７年度予算概算要求額：
国土数値情報をはじめとする地理空間情報の充実及び利活用促進(348百万円)の内数
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地理空間情報の連携環境の構築による「建築・都市のＤＸ」の促進

○ 建築・都市分野におけるDXの促進に向けて、情報連携のハードルが高い地理空間情

報について、専門的知見がなくとも容易に情報連携を行うことが出来る環境を構築するた
めのアーキテクチャ調査を行う経費を要求。

・「何を実現するか」を整理する予備的検討を踏まえ、「どう実現するか」を整理するアーキテ
クチャ調査を実施。

・具体的には、予備的検討で明らかにしたペルソナ、ユースケース、必要な連携キー、連携す
べきデータを踏まえ、①データ連携環境の全体像の構築及び②UX・UIの検討等を実施

・R６年度：予備的検討
・R７年度：アーキテクチャ調査
・R８年度：詳細設計
・R９年度：環境構築

◆データ連携環境の構築に向けた動き

◆データ連携環境のイメージ

・不動産価値の合理的な算定、円滑なファイナンスの実現
・AIを用いたエリアの居住性／快適性の分析
・精緻な修繕計画の策定や適時の修繕など不動産管理の効率化

など

情報連携キー 国土数値情報
（公的なGISデータ）

PLATEAU
（３次元都市モデル）

建築BIM
（建物の３次元データ）

データとデータをつなぐ
（緯度経度、住所、

不動産ID、筆界ポリゴン等）

登記所備付地図
（地籍調査の成果物）

民間保有データ
（各企業が収集）

・店舗の売り上げデータ
・賃料データ
・設備の点検状況データ
・人流データ など

行政保有データ
（自治体が保有）

・行政手続データ
・水道利用料
・住民データ など

データに基づくビジネス・政策展開の基盤に

・空き家・所有者不明土地の早期把握・対策
・将来の人口動態を見据えた都市計画の策定
・住民の年齢構成を踏まえた効果的な防災計画の策定

など

民間利用 行政利用

学
校
（
点
）

鉄
道
（
線
）

洪
水
浸
水
想
定

区
域
（
面
）

登記所備付地図データ

土
地
利
用

（
メ
ッ
シ
ュ
）

都市全体の空間情報の３次元デジタル化 個々の建築物情報の３次元デジタル化

クローズデータ

オープンデータ

◆データ連携環境の構築に向けたアーキテクチャ調査

１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」の推進

令和７年度予算概算要求額：
国土数値情報をはじめとする地理空間情報の充実及び利活用促進(348百万円)の内数
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「不動産ID」を情報連携のキーとした建築・都市DX社会推進事業

○不動産IDの早期の実現に向けて、不動産IDに係るデータ整備上の課題解決を図るための検証及び不動産
IDを提供するシステム構築検討のための経費を要求。

令和７年度予算概算要求額：200百万円

主な事業内容

○ 不動産について情報連携等を行う際、住所等の“表記ゆれ”が支障となる。
○ 「不動産ID」は、全国の不動産それぞれに番号（不動産ID）を付与し、不動産IDを連携キーとして用いることにより、各不動産情

報の名寄せや連携をスムーズに行えるようにするもの。不動産IDが連携キーとして活用されることで、BIM（建築物の3次元デジタル
化）・PLATEAU（都市全体の空間情報の3次元デジタル化）と連携した「建築・都市のDX」の推進が期待される。

○ 実証事業等を通じて明らかとなった不動産登記情報を基にした不動産IDの課題（※）を踏まえ、日本郵便株式会社の保有する
データを用いた不動産IDの付番手法を検討中。

施策の背景・必要性

○ 建物の特定性の向上や建物の新築除却に伴うデータ更新手法等の検討・検証
○ 不動産ID提供システム（試作版）を用いた実証事業を実施し、当該システムの有用性の検証
○ 令和８年度の不動産ID提供システムの概成に向けたシステム設計

（※）物件の特定性の低さ、未登記物件の存在、物件情報の更新性 等

１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」の推進
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地籍整備の推進

○災害後の迅速な復旧・復興、社会資本整備、土地取引の円滑化等のためにも重要である土地の
境界等を明確にする地籍調査の推進のため、第７次国土調査事業十箇年計画（令和２年５月閣
議決定）に基づく地籍調査に係る経費を要求。

• 新たな調査手続の活用、効率的な調査手法の導入の促進

第７次国土調査事業十箇年計画に基づく地籍調査の推進

• 重点施策分野に関する事業実施予定地域等を対象として地籍調査を推進

予算の効率的・効果的な執行

• 予算配分の重点化

社会資本整備事業の実施が予定される地域、防災上重要な地域
（土砂災害特別警戒区域等の災害レッドゾーン地域）および建築・
都市DXと連携した地域への予算優先配分

防災対策

社会資本整備

まちづくり

所有者不明
土地対策

森林施業

重点施策
５分野

地籍調査の更なる迅速化・円滑化を図り、進捗を加速化

尾根

畑跡

林道

里道

航空機等による計測

[ リモートセンシングデータ（航空レーザ測量等）の活用 等 ]

作成した筆界案を
集会所等で確認

5

計画事業量

進捗率目標 調査対象地域全体での進捗率
当初：５２％ → 10年後：５７％

優先実施地域での進捗率
当初：７９％ → 10年後：８７％

十箇年間で 15,000㎢

（約９割）

（約６割）

第７次国土調査事業十箇年計画の計画事業量・進捗率目標

地理空間情報活用ニーズの高い都市部において、官民境界のみ
の調査と民間測量成果等を組み合わせる手法などのモデルの確
立や地理空間情報整備・活用のノウハウの蓄積を図り、EBPMに

基づくまちづくりや新サービス・産業創出の加速化に資する地籍整
備を推進

地籍調査成果の地理空間情報活用の推進

（都市部 当初：２６％→10年後：３６％）

（都市部 当初：３３％→10年後：４６％）

令和７年度予算概算要求額：12,715百万円

１．地理空間情報の充実と「建築・都市のDX」の推進
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所有者不明土地・空き地の円滑な利活用や適正管理の推進

○所有者不明土地や空き地の利用の円滑化や管理の適正化、円滑な土地利用転換等を
図るため、市町村や民間事業者等が実施する所有者不明土地対策や、推進法人の指
定の円滑化等に資する先導的取組に対する補助等に要する経費を要求。

市町村による所有者不明土地等対策に
関する計画の作成制度
⇒ 計画的な対策の推進

行政的措置（代執行等）を
可能とする制度

⇒ 適正な管理の確保

低未利用土地の
有効利用に取り組む法人の

指定制度
⇒民間主体の取組を推進

所有者不明土地等対策の
着実な推進

● 施 行 者： 地方公共団体、推進法人※ 等
※ 市町村により指定された、低未利用土地の有効利用等に取り組む法人

● 補助対象： 所有者不明土地対策計画（一定の要件を満たす既存計画を含む）

に基づく以下の取組

■基本事業：
所有者不明土地等の実態把握、 所有者不明土地対策計画の作成、土地の所有者探
索や、土地の利活用のための手法等の検討、土地の管理不全状態解消、 勧告・命
令・代執行、管理命令等を請求するための法務手続等、低未利用土地の実態把握、
低未利用土地が多数存在し対策を要する区域について土地の適正な利用及び管理
を促進するための計画の作成、土地の管理を担う推進法人の立ち上げ支援、上記計
画に基づき以下の事業を行う場合の土地整備及び附帯工事

ａ 地域に開放するポケットパーク、児童遊園、菜園・緑地、防災空地、災害時避難
場所等の公益性の高い施設を整備する場合（ただし、10 年以上同一の用途で
活用する場合に限る。）

ｂ 土地の利用を阻害する要因を解消（接道条件の整備、土地の整形・集約、瓦礫
の撤去等）し、土地を利活用可能な状態にする場合

■ 関連事業：
上記の基本事業と合わせて実施することが必要な事業

● 補 助 率：
・ 地方公共団体 施行 ： 1/2＊、推進法人等 施行： 1/3 （地方公共団体負担1/3 ＊ ）

＊ 地方公共団体負担分について、特別交付税措置を講じる（措置率 最大1/2）

基本事業 ・ 関連事業

● 施 行 者：特定非営利活動法人、民間事業者、地方公共団体 等
● 補助対象：推進法人の指定の円滑化、市町村の既存計画に基づく空き地の

利活用等を図る取組 等

● 補 助 率：定額

モデル事業

所有者不明土地の発生抑制に資する「非宅地化」を含む
円滑な土地利用転換・その後の継続的な管理の確保

人口・世帯数の
減少の見通し
土地の管理不
全や放棄住宅
化、これに伴う
外部不経済の
発生等の課題

所有者不明土地法における制度

サステナブルな土地の利用・管理

土地需要の変化を前提とした
空き地等の土地利用転換や適正な管理

土地の管理不全等に起因する
災害・環境悪化の防止

低未利用土地の適正な利用転換・
管理を推進する計画

低未利用土地の管理・活用、
情報提供・相談等の業務を行う

法人

土地取引の把握による
不適正な土地利用の是正

■現時点で想定している主な内容

令和７年度予算概算要求額：120百万円

２．土地政策の推進

下線部：拡充要求内容

6



地価公示の着実な実施

地価の変動率は重要な経済
指標として使用されている

地価公示は、適正な地価の形成を目的として、公共事業用地取得
時の補償金額の算定や課税評価の基準等、様々な役割を果たし
ている
国が実施することにより、地価公示価格の公平・中立性や客観性、
信頼性が担保され、適切に機能

地価公示

経済指標

○相続税評価
→公示価格の８割

を目安

○固定資産税評価
→公示価格の７割

を目安

課税評価の基準

公共事業用地取得時

の補償金額の算定

金融機関による担保

対象不動産の評価、

企業による保有不動

産の評価等

不動産鑑定士が

不動産の鑑定評

価を行う場合の

拠り所（規準）

一般の土地の

取引価格の指標

地価公示の概要地価公示の概要

地価公示法に基づき、昭和４５年（１９７０年）より実施

国土交通省土地鑑定委員会が、標準的な地点（標準地）を

選定し、毎年１月１日時点における１㎡あたりの正常な価格

を判定して官報で公示（３月下旬）、ホームページで鑑定評

価書も公表

地価公示価格は、土地評価において基幹的な役割を果たす

ため、判定に当たっては、２人の不動産鑑定士の鑑定評価

を求め、その結果を審査・調整

令和７年地価公示においては、土地鑑定委員会により委

嘱された約２，２００人の鑑定評価員（不動産鑑定士）が全

国２６，０００の調査地点（うち４３０地点は隔年調査により

休止）について鑑定評価を実施予定

地価公示の役割地価公示の役割

〇 一般の土地の取引価格の指標や課税評価の基準等の役割を担う我が国の土地評価における基幹とな
る地価公示について、適正な地価の形成に寄与するため、必要な地点において、毎年1月1日時点におけ
る正常な価格の判定を着実に実施するための経費を要求。

令和７年度予算概算要求額：3,720百万円

２．土地政策の推進
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不動産鑑定士の担い手確保に向けた取組の推進

施策の効果

背景・課題

■ 不動産鑑定士の業務領域の拡大とそれを支える環境の整備等を図ることで、社会課題の解決に貢献しつつ、不動産鑑定士の将来の担い手確保につながる。

〇不動産市場を支える重要な制度インフラである不動産鑑定評価制度を持続可能なものとするため、その担
い手である不動産鑑定士の確保に向け、専門性を活かしながら社会課題の解決に貢献できる業務領域の
拡大や、今後の不動産鑑定評価のあり方等を検討・実施するための経費を要求。

■ 鑑定業務に従事する不動産鑑定士等
（毎年１月１日時点）（人）

→ 令和６年は、平成23年比で約11%減

令和７年度の取組予定

■ 以下の政策課題に関するニーズや可能性について調査・分析を実施
・ 不動産の有効活用に係る意思決定にあたっての不動産鑑定士の活用

- 地方自治体や民間事業者における不動産の利活用等の意思決定における不動産の専門家の活
用状況、不動産鑑定士を専門家として活用することの可能性、ニーズ、効果や課題の調査・分析

・ グリーンインフラやESG不動産への投資促進に向けた不動産鑑定士の活用
- 不動産市場におけるグリーンインフラやESG不動産の評価状況の調査・分析
※上記の検討結果を踏まえ、必要に応じて、今後の不動産鑑定評価のあり方についても検討

■背景・課題
・不動産鑑定士の減少傾向、高齢化
・地価公示の鑑定評価員（不動産鑑定士）の減少・高齢化、新規委嘱者数の減少
→不動産鑑定評価に加え、不動産に関する専門的知見を活用した業務領域の拡大による不動産
鑑定業の魅力向上を図る必要

【参考】 経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月21日決定）（抜粋）
第３章３．（４） 「・・・公的土地評価を支える不動産鑑定業の担い手確保に取り組む。・・・」

■取組内容

不動産の鑑定評価に加え、不動産に関する専門的知見を活かしたアドバイス・コンサル分野にお
ける業務領域の拡大の可能性について、調査・分析及び有識者を交えた議論を行い、社会課題の
解決に向けた不動産鑑定士の活用の可能性について検討。

出典：（一財）日本不動産研究所 第50回不動産投資家調査
（2024年４月現在）特別アンケート（Ⅱ）より

■ 不動産のESG投資がさらに普及するために必要
なこと（有効回答116社）

→ 不動産価値の向上が約30％で最も高く、鑑定評
価に反映されることも13.8％と高い水準を占めた

30.2% 13.8% 24.1%

4.3%

14.7%

6.0% 6.0%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不動産価値の向上 鑑定評価への反映

オーナー・テナント・金融機関・投資家等の意識改革 ESG投資の成功例の公開

国や自治体による補助・減税制度 国や自治体による規制強化

資金調達面での優遇 その他

5057

4496
4200

4400

4600

4800

5000

5200

令和７年度予算概算要求額：15百万円

２．土地政策の推進
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（予算内容）
・建設工事の取引実態を広く把握し、不適正な取引を抽出精査する
ことで、建設Ｇメンによる効果的な実地調査や改善指導等を実施

・建設工事の請負契約をめぐるトラブル・紛争について、アドバイ
ス等を実施

・建設業の法令遵守に関し、建設業法に係る制度を周知

（問題）
・賃上げは政府の最重要課題。建設分野の賃金は着実に上昇してき
たが、今後も、必要とされる技能や厳しい労働環境に相応しい賃
上げに取り組む必要。
・賃金原資である労務費の確保の必要性。
・建設業法等の法令遵守の徹底が必要。

建設業法等の実効性の確保

課題② 建設資材の適正かつ有効な利用の推進
（問題）
・建設発生土の適正利用における制度が浸透・徹底されるよう継続
的なフォローアップが必要。

（予算内容）
・好事例等の詳細調査・周知、制度浸透状況の継続調査等を実施

○処遇改善や取引適正化を目的として建設業法に基づき実地調査を行う「建設Gメン」の取組強化
や、建設資材の適正かつ有効な利用の推進に関する経費を要求。

課題① 処遇改善や取引適正化の推進

令和７年度予算概算要求額：245百万円

▶改正建設業法の成立(R6.6)
・国が作成・勧告する労務費の基準に照らした労務費の確保と行き渡りの徹底
・資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

▲建設業団体との賃上げ等に関する意
見交換会（R6.3）
・総理から賃上げの強力な推進をお願い
するほか、建設業の担い手確保と持続的
な発展につなげてまいりたいとの発言

○経済財政運営と改革の基本方針2024
・建設業・・・の持続的・構造的賃上げに向け、改正建設業法・・・に基づき、ガイドライン等を早期に示し、業界外も含めた周知の徹底、価格転嫁
の円滑化を図るとともに、国及び地方自治体に加えて民間同士の取引についても、労務費の基準・・・の活用を徹底する。
・受発注者を実地調査する建設Ｇメンの体制強化により、・・・処遇改善や取引適正化の取組を進める。

元請業者
発注者

建設発生土の搬出先確認制度

計画説明・報告

・リサイクル
・最終処分

受領書

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ事業者

受領書

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ運営事業者登録制度

搬出搬出

※R6.6最終搬出先の義務化
下請業者

契約

建設工事において適正な労務費の確保と行き渡りを図る

３．建設・不動産市場の環境整備
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働き方改革等による建設業の魅力向上

課題② 魅力ある職場づくり、女性や若者の入職・定着の促進

課題① 建設業従事者の働き方改革・処遇改善

（予算内容）
・中小企業経営者への啓発や、女性・若者の入職・定着促進に資するデータ収集、コ
ンテンツ作成及び全国規模での説明会の実施。
・ハード・ソフト両面から、女性が働きやすい環境整備に向けた取組状況調査、必要
経費・効果の見える化に係る試算の実施。

（問題）
・建設業における中長期的な担い手確保のため、女性・若者等の入職促進が急務。
・中小企業経営者も含めた、更なる女性の採用に向けた理解を進める必要。
・中小建設業者において、女性も含めた労働者に働きやすい職場環境の整備が必要。
・今年度作成予定の女性活躍・定着促進に向けた新計画に基づき、取組加速化が必要

○建設業は将来の担い手確保が喫緊の課題であるため、持続可能な産業の実現に向け、働き方改
革の推進、生産性向上に向けた経費や、女性や若者の入職・定着の促進等に係る経費を要求。

（予算内容）
・時間外労働削減や週休２日の確保に向けた適正な工期設定の周知・啓発
・地方自治体に対し、発注体制の強化、入札契約の適正化について働きかけ
・効率的な技術者配置等のための調査検討
・一人親方に係る不適切事例の事例集化
・安全衛生経費の適切な支払いのためのフォローアップ
・建設業の生産性向上策及び業界構造の適正化に向けた実態調査

（問題）
・建設業界は、他産業を上回る労働時間の削減を実現してきたが、なお労働時間が
長く、休暇も十分に取得できていない。
・週休２日の確保等について、市区町村においては取組が遅れている。
・社会保険加入逃れを目的とした一人親方化（請負契約化）が顕在化。
・安全衛生経費の費用負担について、元請・下請間で費用負担の認識のずれから経
費の確保が不十分。

令和７年度予算概算要求額：304百万円

○経済財政運営と改革の基本方針2024
・持続可能な建設業の実現に向け、女性活躍に向けた環境整備、働き方改革の推進、安全管理の徹底等により担い手の確保・育成を進める。

1900

1950

2000

2050

2100

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

産業別年間実労働時間

（時間）
調査産業計建設業

62時間

○厚生労働省「毎月勤労統計調査」
パートタイムを除く一般労働者

入職者に占める女性の割合

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
建設業 製造業 調査産業計

３．建設・不動産市場の環境整備
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○ 建設業法の改正により、中央建設業審議会が新たに作成・勧告する「労務費の基準」
について、設定職種・工種の充実を図るとともに、先行して設定する職種・工種に係る改
定等のための検討を行うための経費を要求。

令和７年度予算概算要求額：70百万円

必要性・課題 事業の内容

【労務費の基準※１のイメージ（鉄筋工（土木）の例）】

○ 技能労働者の処遇改善を目指し、令和６年通常国会において成立
した改正建設業法により、請負契約における適正な「労務費の基準
」を中央建設業審議会が作成・勧告することを位置づけ。

○ 令和５年度補正予算により、国土交通省直轄工事を対象として、
職種・工種ごとの規格・仕様※２について設定されている労務歩掛に
係る標準的な職種・工種、規格・仕様の調査・分析を実施。

○ 一方、法施行に向けては、国土交通省直轄工事において施工実績
がない個人住宅の建築等に係る職種・工種における「労務費の基準
」設定に向けた検討や、先行して設定する職種・工種における改定
等に係る検討が必要な状況。

※２例えば掘削工（工種）には61種類の規格・仕様が存在。

○ 「労務費の基準」の作成について、以下の事
業を実施。

①ワーキンググループの運営及びヒアリングの
実施
・労務費の基準の作成に向けた基本方針や作成
方法、実効性確保について検討するためのワ
ーキンググループを運営するとともに、業界
団体等へのヒアリングを実施。

②調査・分析の実施
・民間建築工事等における請負契約の内容や請
負金額に占める労務比率等について調査・分
析。
・労務費の基準の改定に必要な事項等について
の調査・分析。
・調査・分析の結果を踏まえた労務費の基準の
素案の検討。

※１労務費の基準（単位施工量あたりの人件費）は、中央建設業審議会基本問題
小委員会中間とりまとめにおいて、公共工事設計労務単価×公共工事積算基
準の労務歩掛等（人・日）により算出することを検討すべきとされている。

３．建設・不動産市場の環境整備

標準労務費設定のための工事費内訳調査・分析事業
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②外国人材の適正な就労の監理
• 受入企業に対する適正就労監理機関による監査
• 受入企業の属する関係団体等との情報共有・協議のための協議会の開催
• 外国人材受入れ状況（業務内容、賃金、居住環境等）に係る実態把握
調査

• 外国人材就労管理システムの維持・運営

【施策の内容】
①外国人材の円滑な受入れの促進
• 外国人材の受入れ拡大を巡る課題に係る調査及び支援（送出し国の対
象拡大に向けた調査、外国人材に対する企業のニーズ調査、外国人材の
ジョブマッチング等の採用支援等）

• 育成就労制度の施行に向けた検討（外国人材受入れのあり方検討会の
開催、育成・キャリア形成プログラムの検討等）

【背景】
＜育成就労制度のイメージ図＞＜国際労働市場における日本の現状＞

外国人 受入企業
定期報告
の聴取

法務省雇用契約

元請企業

受入企業への指導

下線部分は建設業の上乗せ措置
その他は業種横断の仕組み

登録支
援機関

支援

適正就労
監理機関応募

試験
選考

特定技能受入
事業実施法人 国土交通省海外提携

教育機関
登録
・連携

相談通報

転職支援 人材紹介

業務
提携

＜建設分野における特定技能外国人の受入れの仕組み＞
各国に対する日本の最低賃金の倍率の推移

３．建設・不動産市場の環境整備

建設分野における外国人材の円滑・適正な受入れ 令和７年度予算概算要求額：188百万円

○国際的な人材獲得競争において我が国が「選ばれる国」となることを目指し、建設分野における
外国人材の着実な受入れ・定着を図るため、外国人材の受入れ拡大に対応するための調査・支
援に係る経費、育成就労制度の検討に係る経費、適正な就労の監理に係る経費を要求。

巡回訪問 受入計画の認定
・指導等
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➁低廉空き家等の流通業務に係る取組の実態調査
・令和６年６月に施策パッケージ「不動産業による空き家対策推進プログラム」を策定し、また、その一環と
して低廉空き家等の媒介報酬規制の見直し（報酬の特例の拡充等、同年７月施行）を行った。

・今後、現場の実態を踏まえつつ、特例の活用促進含めプログラムを着実に履行していく必要がある。
⇒プログラムの継続的な周知・啓発に加え、不動産業による空き家等の流通・利活用の取組実態を把握

し、更なる促進に向けた施策について検討する。

全国版空き家・空き地
バンク

・空き家等の情報について、自
治体を横断して簡単に検索
・公募により選定した２事業者
により、平成30年４月から本
格運用を開始

【令和６年６月までの取組】
自治体数：1,070自治体
掲載物件数：15,912件
成約物件数：約17,700件
※成約数は累積

○全国版空き家・空き地バンクを活用した空き家等の流通の促進を図るため、「地域の不
動産業者と自治体の連携強化による空き家等流通の取組支援」 や「低廉空き家等の流
通業務に係る取組の実態調査」等に係る経費を要求。

『骨太の方針2024』令和６年６月21日閣議決定（抜粋）第３章-３-(４)「～略～、空き家の発生抑制、適切な管理、除却等の総合的な取組に加え、流通拡大や～略～推進する。」
『デジタル田園都市国家構想総合戦略』令和４年12月23日閣議決定（抜粋）第４章-2-(1)-①-(d)「・～略～、地方公共団体を横断して簡単に検索できる「全国版空き家・空き地バンク」の活用を促進する。」
『第三次国土形成計画』令和５年７月28日閣議決定（抜粋）第１部-第３章-第４節-５ 「全国版空き家・空き地バンク等の活用による流通・利用促進、～略～ 」

③空き家等のマッチングに至るまでの利用検討者の実態調査
・空き家等の取引の実態について、空き家等の所有者や空き家バンクを運営する自治体への調査は過年
度に実施している一方、買主・借主等の利用検討者のニーズや課題については実態が不明となっている。
⇒空き家等の利活用によって解決が可能となる地域課題や、空き家等のマッチング成立に至るまでの

利用検討者側の課題等について調査し、今後の空き家等の流通促進施策を検討する。

①地域の不動産業者と自治体の連携強化による空き家等流通の取組支援
・不動産業者にとって、空き家等の取引は通常の物件よりも負担がかかり、特有の知識も求められる。また、
不動産業者の減少が進んでいる自治体では、地域を超えた自治体と不動産業団体等との連携が必要と
なっている。
⇒不動産業者の確保・担い手育成（研修、地域や業種を超えた連携、地域価値共創プラットフォームの

   運営 等）を含めた官民連携体制構築を支援する。
⇒官民連携による空き家バンク運営の要点や成功事例等を「空き家・空き地バンク導入のポイント集」

（R4公表）に反映・更新し、自治体へ周知する。

プログラム策定・媒介報酬規制見直し →周知・啓発 継続的な周知・啓発に加え、実態調査
└令和６年度 └令和7年度中
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空き家等の流通・活用促進事業 令和７年度予算概算要求額：30百万円

３．建設・不動産市場の環境整備
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○不動産管理業をとりまく環境の変化に対応し、マンション管理業及び賃貸住宅管理業等
の適正化を推進するための経費を要求。

マンションの外部管理者方式の概要

②賃貸住宅管理業等の適正化の推進
（課題）

賃貸住宅管理業法の施行（令和3年6月15日）後３年が経過し、施行状況について見直し・検討を行う必要。
空き家の適正な管理を推進するため、令和6年度に策定した「不動産業者による空き家管理受託ガイドライ
ン」のさらなる普及を図る必要。

（予算要求内容）
賃貸住宅管理業者等に対するアンケート調査結果等を踏まえ、有識者会議を開催して制度の見直し等を検
討する。
「不動産業者による空き家管理受託ガイドライン」活用の好事例を収集し、横展開を図る。

①マンション管理業の適正化の推進
（課題）

近年、管理組合役員の担い手不足等を背景に、マンション管理業者が管理組合の管理者となる外部管理
者方式が増加し、利益相反取引等、区分所有者の利益保護が十分に図られない事例が発生。
令和６年６月に、外部管理者方式の留意事項を整理した「マンションにおける外部管理者方式等に関する
ガイドライン」が整備された。今後、このガイドラインに則った適正な運営を法制度上担保する観点からマン
ション管理適正化法の改正を検討。

（予算要求内容）
新制度の施行に係る検討（有識者会議の開催等）
新制度の円滑な運用のための周知・普及（説明会の開催、マンション管理業の情報を一元的に把握できる
ポータルサイトの整備・運営等）

「経済財政運営と改革の基本方針2024」（令和６年６月21日閣議決定）（抜粋）
第３章 ３．（４）戦略的な社会資本整備
「・・・空き家対策について、～（略）～、空き家の発生抑制、適切な管理、除却等の総合的な取組

に加え、流通拡大や～（略）～推進する。 ・・・（略）
また、マンションの管理適正化と再生円滑化を推進する。」

不動産賃貸業・
管理業

不動産賃貸業

駐車場業

貸家、貸間業

ビル・店舗の管理業

分譲マンション管理業

（マンション管理の適正化の推進に関する法律（平成１３年施行））

住宅宿泊管理業

（住宅宿泊事業法（平成３０年施行））

賃貸住宅管理業（※サブリース業含む）

（賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和３年施行））
不動産管理業

（例）
「日本標準産業分類」（令和５年７月改訂）による分類

不動産管理業の適正化・発展に係る環境整備
３．建設・不動産市場の環境整備

令和７年度予算概算要求額：30百万円
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建設産業・不動産業の海外展開の推進

・我が国にとって重要な市場において、二国間建設会議等の政府間枠
組みを構築し、関係を強化（日バングラデシュPPPプラットフォーム
会合/ワーキングレベル会合、日トルコ建設産業会議等を開催）。

・日バングラデシュ・ジョイントPPPプラットフォームについて、日
本企業の参画と案件形成の促進のため、バングラデシュ側が実施した
F/S調査等のレビューを実施。

ビジネス環境整備 ビジネス機会創出

相手国との共創を通じた我が国の「稼ぐ力」の向上と国際競争力強化
（PPPを含めた案件形成の上流への積極的参画支援と提案力の強化）
・日バングラデシュ・ジョイントPPPプラットフォーム等の二国間や多国間の政策協議や官民プラットフォーム等の戦略性・実効性を高め、現地社会課題の解決
に向けた政府間や官民間での議論・情報共有を基に具体的な案件形成を支援する

・第三国市場での連携を見据えた我が国企業と現地企業とのネットワーキングの機会や情報の提供等を効果的に進める
（相手国のニーズを踏まえた「懐に入る」対応）
・相手国に対しビジネス環境の改善や案件への支援を継続的に働きかける
・社会課題の解決に貢献する中堅・中小企業をはじめとする地方を拠点とした企業の海外展開を地方自治体や地域金融機関等とも連携して積極的に支援していく

【参考】2030年を見据えた新戦略骨子（令和6年６月経協インフラ会議決定） 抜粋

・中堅・中小建設企業海外展開促進協議会（JASMOC）の枠組みを活用
して、海外展開に関する実務セミナー、事業計画策定支援(個社支援)、
海外大学と連携した技術紹介セミナー、海外訪問団の派遣（ビジネス
マッチング、現地企業・日系企業への技術紹介）等を実施。

・新市場において経験豊富なパートナー国政府と協力し、各企業の事
業実績の共有、技術的な議論、ビジネスマッチング等を目的とする会
議やセミナーを開催するほか、政府間の情報共有により具体的な案件
形成を促進。
（中東・アフリカ・アジア等のグローバルサウス諸国への展開におけ
る連携の可能性を追求するため、ビジネスマッチング等を目的とする
会議等を開催。）

・海外不動産業官民ネットワーク（J-NORE）の枠組みを活用して、ビ
ジネス環境改善に向けた調査及び情報提供、相手国政府への制度改善
要望等を実施。

・ASEAN等の行政官（次期幹部候補）に対して、我が国土地・建設関
連制度の講義や現地視察を含む研修を実施。

○パートナー国と連携した第三国への展開

○我が国建設・不動産企業の海外展開を促進するため、二国間会議の開催や制度整備等のビジ
ネス環境整備を推進するとともに、海外展開に関する実務セミナーの開催や海外訪問団の派遣
等のビジネス機会創出を推進するための経費を要求。

○制度整備・普及支援、人材育成

○二国間建設会議等の開催

３．建設・不動産市場の環境整備

○中堅・中小建設企業の海外進出支援

令和７年度予算概算要求額：97百万円
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（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


